
監査の結果に基づき措置を講じた旨の通知に係る事項の公告

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第２項の規定により平成３０監査

年度に執行した監査（行政監査：テーマ「公有財産の貸付及び使用許可の手続等につい

て」）について、同条第１４項の規定により、監査の結果に基づき措置を講じた旨の通

知があったので、次のとおり公表します。

令和２年５月８日

奈良県監査委員 斎 藤 信一郎
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監　　査　　結　　果 措置の内容

管財課 貸付料の算定について
　管財課は、各課が普通財産の貸付をしようとする場合には、
事務の透明性を高める観点から貸付料を算定した上で、無償と
するか判断すべきであることを通知等に規定するよう検討する
必要があると認められる。
　

　事務の透明性を高める観点から、
令和２年４月１日以降を貸付期間と
する普通財産の貸付を行う場合に
は、貸付料を免除する場合であって
も貸付料を算定することとし、財産
管理の適正化を図った。

貸付契約の記載内容について
　管財課は、行政財産の使用許可及び公有財産の貸付けに際
し、原状変更の禁止について各課が契約条項とするように同通
知の内容を各課に周知徹底する必要があると認められる。

　奈良県公有財産規則第二十条で
は、行政財産の使用許可及び公有財
産の貸付を行うに際し、原状変更を
禁止する旨規定しているが、当該条
項を契約条項としていない貸付契約
が存在したことから、当該規定につ
いて再度通知し、再発防止を図っ
た。

貸付契約における自動更新について
　管財課は、貸付契約における自動更新条項についての要件等
を通知等に規定する必要があると認められる。

　自動更新条項を設ける場合はその
必要性を十分に検討すると共に、既
に当該条項を設けている場合は、契
約で定める期日までに、貸付期間更
新の可否及び貸付内容変更の有無、
並びに貸付料を減免している場合に
は、減免基準等に適合しているかど
うかについて十分に検討することと
し、財産管理の適正化を図った。

普通財産の貸付契約に係る更新時の検討事項を文書で記録する
ことについて
　管財課は、各課が普通財産の貸付契約の更新の際に、引き続
き貸付料を無償等とすることの必要性を検討し、検討内容を文
書に記録することを通知等に規定し、普通財産の貸付を所掌す
る各課に周知徹底する必要があると認められる。

　貸付料を減免の上貸付を行ってい
る場合で、更新を行う際には、減免
の条件に適合しているかどうかを十
分に検討するとともに、検討内容は
確実に文書に記録することで事後的
な検証が行えることとするよう各課
宛通知し、財産管理の適正化を図っ
た。

使用許可の期間について
　管財課は、使用許可の期間の設定について、各課に対して周
知徹底する必要があると認められる。

　行政財産の目的外使用許可の期間
は通常１年以内を原則とし、その用
途又は目的により許可期間を延長す
る必要がある場合は２年を限度とし
ているが、当該期間を超える使用許
可が存在したことから、当該当該規
定について再度通知し、再発防止を
図った。

使用料の算定について
　管財課は、各課が行政財産の使用許可をしようとする場合に
は、事務の透明性を高める観点から貸付料を算定した上で、全
額減免とするか判断すべきであることを通知等に規定するよう
検討する必要があると認められる。

　事務の透明性を高める観点から、
令和２年４月１日以降を許可期間と
する行政財産使用許可を行う場合に
は、使用料を免除する場合であって
も、使用料を算定することとし、財
産管理の適正化を図った。
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監　　査　　結　　果 措置の内容

行政財産の使用料の減免の条件の一層の明確化について
  管財課は、具体的にどのようなものが減免通知に定める条件
の「上記のほか、知事が特に必要があると認める場合、又は、
公益上特に必要と認める場合」に該当するのか、具体例及びよ
り詳細な条件を示し、減免の取扱いを明確にするよう検討する
必要があると認められる。

　「上記のほか、知事が特に必要が
あると認める場合、又は、公益上特
に必要と認める場合」を条件として
減免を行う場合の具体例を示し、減
免の取扱いについて明確にすること
で、財産管理の適正化を図った。

使用許可の使用料に係る検討事項を文書に記録することについ
て
　管財課は、各課が同じ相手方に、同じ内容の使用許可をする
場合でも、その都度使用料を減免することの必要性を検討し、
いつ、どのような検討をしたかわかるよう、その検討内容を文
書に記録することを通知等に規定し、行政財産の使用許可を所
掌する各課に周知徹底する必要があると認められる。

　行政財産使用料を減免の上使用許
可を行っている場合で、更新を行う
際には、減免の条件に適合している
かどうかを十分に検討するととも
に、検討内容は確実に文書に記録す
ることで事後的な検証が行えること
とするよう各課宛通知し、財産管理
の適正化を図った。

貸付料の算定について
　管財課は、各課が行政財産の貸付をしようとする場合には、
事務の透明性を高める観点から貸付料を算定した上で、無償と
するか判断すべきであることを通知等に規定するよう検討する
必要があると認められる。

　事務の透明性を高める観点から、
令和２年４月１日以降を貸付期間と
する行政財産の貸付を行う場合に
は、貸付料を免除する場合であって
も、貸付料を算定することとし、財
産管理の適正化を図った。

貸付料又は使用料を無償とし又は減額する手続の明確化につい
て
　管財課は、貸付又は使用許可を所掌する各課における事務処
理の状況、無償等とし又は減免する場合の基準の適用状況、無
償等とし又は減免している件数、金額等を踏まえて、公有財産
の貸付又は使用許可に係る無償等とし又は減免する手続等を明
確化するための方策を講ずる必要があると認められる。

　行政財産使用許可及び行政財産、
普通財産の貸付手続を以下により明
確化することで、財産管理の適正化
を図った。
・令和２年４月１日以降を許可、貸
付期間とする行政財産使用許可又は
行政財産、普通財産の貸付を行う場
合には、使用料又は貸付料を免除す
る場合であっても、その算定を行う
こととした。
・使用料又は貸付料を減免の上使用
許可、貸付を行っている場合で、更
新を行う際には、減免の条件に適合
しているかどうかを十分に検討する
とともに、検討内容は確実に文書に
記録することで事後的な検証が行え
ることとするよう各課宛通知した。
・「上記のほか、知事が特に必要が
あると認める場合、又は、公益上特
に必要と認める場合」を条件として
減免を行う場合の具体例を示し、減
免の取扱いについて明確にした。

貸付料又は使用料を無償とし又は減免している状況の公表につ
いて
　管財課は、各課が貸付又は使用許可に当たって、貸付料又は
使用料について一定額以上を無償とし又は減免している場合に
は、その状況をホームページで公表する等、透明性の確保を図
ることを検討する必要があると認められる。

　令和２年４月１日以降を許可、貸
付期間とする行政財産使用許可又は
行政財産、普通財産の貸付を行う場
合には、使用料又は貸付料を免除す
る場合であっても、その算定を行う
こととし、当該内容を基に、令和３
年度より貸付料及び使用料の減免状
況をホームページで公表する予定で
ある。
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